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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は，日本企業が欧州で展開する地域マネジメントについ

て地域統括本社制の視点から考察することである。本研究で実施した調査の結果，従来は日本

本社の延長線でしかなかった地域統括マネジメントが，本社によるグローバル統合が進み

地域統括本社の存在意義が弱まったケースと，地域完結型のビジネスモデル構築に迫られ

ているケースがみられ，地域統括本社の位置づけが 10 年前と異なっていることが明らか

になった。 
 
研究成果の概要（英文）：The aim of this research is to investigate the regional management 
of Japanese multinational enterprises operated in Europe from the point of view of 
Regional Headquarters. As a result, two types of evolutionary patterns were found in 
comparison with the RHQ situations 10 years ago. One is to reconsider the raison d'etre of 
RHQ, because of the progress in globalization and ICT. Another is to build the new business 
model of regional management, because of the change of business situation. 
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１．研究開始当初の背景 
(1)研究代表者(森)は，2003 年に『日本企業
の地域戦略と組織-地域統括本社制について
の理論的・実証的研究』を発表した。この研
究は，1990 年代後半に行ったアンケート調
査やインタビュー調査の結果をもとに，日本
企業の地域統括マネジメントや地域統括本

社の役割について論じたものである。現在，
それから約 10 年が経過した。その間，経済
のグローバル化は格段に進み，日本企業の国
際経営が進化しグローバルな経営体制へと
発展してきた。また，BRICs の登場により
多極化の時代を迎え（赤羽他 2009），世界三
極体制（北米，欧州，アジアといった三極を
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軸にした経営）という単純な世界観ではグロ
ーバル企業の経営を語ることはできなくな
った。 
 
(2)この日本企業の地域統括マネジメントに
関しては，安易な地域統括本社の設立に疑問
を呈した藤野（1999）の研究や，本国本社の
マネジメント体制の違いよる地域統括本社
の位置づけの違いや，北米・欧州・アジアと
いう地域ごとに地域統括マネジメントのウ
ェイトが異なることを明らかにした高橋
（1998）の研究がある。最近では，インタビ
ュー調査の結果をもとに，2005 年前後の欧
州における地域統括本社の現状を報告した
ものはあるが（中島 2008），体系的に地域統
括マネジメント研究が進められたとは言い
難い状況にある。 
 
(3)一方で，統括を業務内容とする日系海外
子会社数を見てみると，研究代表者（森）が
調査を行った 1996 年時点で北米 112 社，欧
州 114 社，アジア 54 社であったが，『海外
進出企業総覧 2008 年度版』では北米 94 社，
欧州 86 社，アジア 121 社（中国 43 社を含
む）となっている。このように，数の上では，
北米・欧州は減少，アジアでは増大となって
いるが，これを単に数の増減だけで論じるこ
とはできない。すなわち，トヨタは，最近，
海外 5 極体制の導入を表明，北米，欧州， 
中国，豪州・アジア，中近東・中南米・アフ
リカの 5 地域に地域担当副社長をおくこと
とし（日経新聞 2009 年 6 月 23 日付），一
方で，富士通は，ドイツの子会社に欧州本社
機能を持たせて遂行していた欧州事業体制
を見直し，域内を 3 つに分け，欧州における
海外事業の効率化と競争力向上を進めるこ
とを表明している（日経新聞 2009 年 8 月
12 日付）。このようなことから地域統括マネ
ジメントは，依然，重要な経営課題の一つで
あり，また，その内容は，地域統括業務を行 
う海外子会社数の増減を見ただけでは不十
分であり，実際に各社がどのように地域統括
マネジメントをとらえ，遂行しているのか，
各企業において詳細に調査を進める必要が
ある。 
 
(4)ところで，企業の競争優位構築の観点か
ら，近年，地域を軸とした経営に関心が高ま
っている。たとえば，ドーズ（2006）や浅川
（2006）は「メタナショナル経営」という概
念を主張し，地域を軸とした経営の有効性に
ついて論じている。すなわち，彼らによれば，
本国にある優位性を用いた伝統的な海外進
出パターンから，世界規模で偏在している知
識を取り込み，競争優位を構築する新しい海
外進出パターン（メタナショナル経営）があ
らわれてきているという。その中で「地理的

なスコープとして欧州や北米といったリー
ジョンの有効性」(浅川 2006,p.21)について
言及している。 
 
(5)以上のようなことから，本研究では，「メ
タナショナル経営論」を分析のフレームワー
クとして，時間的経過と経営環境の変化を踏
まえた日本企業の欧州における「地域統括マ
ネジメント」と「地域統括本社の役割」につ
いて考察する。これにより，日本企業におけ
る地域統括マネジメントを，海外事業の管理
という視点ではなく，世界に散在する知識を
いかに取り込み，多国籍企業の競争優位に結
びつけるかという新たな視点による分析が
可能になると考えている。この点については，
研究代表者（森）はこれまで，地域統括本社
を活用した海外の知識の取り込みの可能性
について指摘し（森 2003），その後「海外子
会社研究」において同様のテーマを扱ってき
た（森 2006）。本研究では，これらの研究成
果を踏まえ，今後の日本企業の競争優位を獲
得するための地域統括マネジメントのあり
方を地域統括本社の役割という視点から解
明していく。 
 
２．研究の目的 
 本研究は，日本企業が欧州で展開する地域
マネジメントについて地域統括本社制（世界
を北米，欧州，アジアの 3 極に分け，地域本
社のもと，地域に適応した経営を行おうとす
る体制）の視点から考察するものである。地
域統括マネジメントは，実際の企業経営にと
って依然重要な経営課題であるものの，体系
的な研究が継続されてきたとは言い難い。そ
こで，本研究は分析のフレームワークとして
メタナショナル経営論（世界に偏在する知識
資源の活用）に依拠しながら，BRICs の台頭
による多極化時代を前提に，研究代表者(森)
の持つ過去のデータとの比較しながら日本
企業の欧州における地域マネジメントと地
域統括本社の役割について考察することを
目的としている。 
 
３．研究の方法 
(1)地域統括マネジメントに関する理論的仮
説の構築のために文献サーベイ等を実施す
る。 
 
(2)日本企業の地域統括マネジメントの現状
を明らかにするために，「日本本社」に対す
るアンケート調査およびインタビュー調査
を実施する。 
 
(3)地域統括マネジメントの実態を明らかに
するために，「地域統括本社」や「統括機能
を持つ海外子会社」に対するアンケート調査
を実施する。また，その調査結果を補足する



ための現地調査を実施する。 
 
(4)得られた調査結果を，研究代表者が 1990
年代に調査した内容と比較し，日本企業の地
域統括マネジメントの 10 年間の変化につい
て分析し，その変化について考察する。 
 
(5)最終的には，それらの結果をもとに，メ
タナショナル経営の視点から，「多極化時代」
における日本企業の「地域統括マネジメン
ト」のあり方を提示する。 
 
４．研究成果 
(1)日本企業の欧州地域統括本社を対象に行
った予備的なインタビュー調査では，経済の
グローバル化や ITC 技術の進展により，従来
のような地域を単位としたマネジメントの
必要性が薄らいできていることが明らかと
なった。すなわち，ICT 技術の発達により，
本社において海外子会社の状況を細かく把
握することができるようになったため，グロ
ーバルな視点での意思決定は本社で行うこ
とができるようになり，本社の情報を現地法
人に，そして現地の情報を本社に伝える，と
いった情報伝達機能中心の地域統括本社は
不要となったということである。 
 一方で，グローバルな視点よりも地域で完
結した方がより効果を上げるとされている
ファイナンス，法務，人事などのシェアード
サービスに関わる機能は依然として地域統
括本社の重要な役割であるとされていた。 
 こうしたことから，グローバル統合が進ん
だ企業においては，地域統括マネジメントの
必要性に意義を見いだせなくなってきてい
る企業があることが明らかとなった。 
 
(2)また，調査を進めている過程において，
近年，日本企業がスイスに地域統括本社を設
立する傾向が見られるようになったことや，
さらに一歩進んで，地域統括本社を世界本社
に格上げし，グローバルなマネジメントを実
現しようとする事例がみられるようになっ
た。このことから，スイスにおける日本企業
の地域統括本社と世界本社の調査を行った。 
 このインタビュー調査の結果から，地域統
括本社のあり方が変わってきており，地域統
括本社から世界本社に発展するモデルが現
れてきていることが明らかとなった。 
 また，欧州における地域統括本社は EU 域
内に設立され，域内企業となることが重視さ
れていたが，現在は，スイスのような EU 近
隣国に地域統括本社を設立することによる
不利益はないということが明らかになった。
特にスイスは，EU との関係が良好であり，EU
域内に設立した地域統括本社と同等の条件
でビジネスが行え，加えて税制面での優遇措
置などがあることも明らかになった。 

 
(3)平成 24 年度は，前年度実施した欧州にお
ける地域統括本社に関するアンケート調査
の分析を行った。 
 このアンケート調査は，欧州に立地する地
域統括本社・統括機能を持つ海外子会社 230
社を対象に行ったもので，2012 年 3 月～5月
にかけて行われた。回答企業数は，25 社で，
回収率は 10.9％となっている。 
 この結果，①地域統括本社の統括範囲が以
前よりもロシアやアフリカなどに拡大して
いる，②日本人派遣社員の減少傾向がみられ
た，③統括機能は，生産よりも販売機能，フ
ァイナンスや法務関係のスタッフ機能，地域
戦略の策定や現地法人のモニタリング機能
などを中心としたものが多かった，④現地法
人は地域統括本社に報告する形が明確にな
ってきている，⑤地域統括本社の成果では，
ファイナンスや法務関係，地域戦略の策定に
おいて成果があったとする回答が多かった，
⑥今後も統括機能を強化するとした企業が
多くみられた。 
 
(5)このアンケート調査の結果を補足するた
め，欧州に立地する地域統括本社においてイ
ンタビュー調査をロンドンとアムステルダ
ムで実施した。この調査を通じて明らかにな
ったこととしては，日本本社の延長線上で行
われていた地域統括マネジメントが，欧州と
いう地域で独立した形でビジネスモデルを
構築することに迫られていること，そのため，
地域統括本社に権限が委譲されつつあるこ
と，地域統括本社における現地化が進んでき
ていること，などが明らかとなった。  
 
(6)以上のことから，欧州における地域統括
本社は，新しい局面を迎えているといえよう。 
 すなわち，グローバルな統合や ICT 技術の
発展により，情報を伝えるための結節点でし
かない地域統括本社は存在意義を失ってき
ているといえよう。一方で，日本からの発信
する時代から，メタナショナル経営の時代，
すなわち地域の情報をいかに取り込んで，多
国籍企業としての優位性を作り上げていく
か，あるいは地域統括本社としての存在意義
を高めていくか，ということが重要となって
きている。 
 こうしたことから，日本企業は欧州におけ
る地域統括本社を取り巻く新しいビジネス
環境に相応しい，地域統括本社を中心とした
新しいビジネスモデルの構築を模索してい
るといえよう。 
 
(7)本研究では，かつての世界 3 極体制の時
代において，地域統括本社が必要なのは欧州
である(安室 1992)といわれたときの欧州
地域統括本社と，多極化の時代を迎え，BRICs



の発展著しい時代における欧州地域統括本
社を比べ，そのあり方について比較検討を行
ったものである。しかしながら，本研究は一
地域の地域統括本社について調査研究を行
ったにすぎない。3 極の他の地域，特に発展
著しいアジアにおける地域統括本社の変化
についても調査する必要があると考えてい
る。アジア地域統括本社は，日本から地理的
な距離も近いことから，これまであまり注目
されてこなかった。むしろ日本の出先的な位
置づけであった。このアジア地域統括本社は
どのように変化してきているのであろうか。
欧州地域の変化と比べ，そのあり方に変化は
あるのだろうか。 
 そうしたことから，本研究の今後の展望と
して，本研究で得られた知見を活かし，アジ
アにおける地域統括本社の実態を調査し，地
域統括マネジメントの全体像をつかんでい
きたいと考えている。 
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